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諮問庁：法務大臣 

諮問日：令和５年２月１０日（令和５年（行情）諮問第１６９号） 

答申日：令和６年１月１８日（令和５年度（行情）答申第６０３号） 

事件名：行政文書ファイル「刑事施設視察委員会に対して提供された情報（特

定年度）」につづられた文書等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる文書（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に

対し，別紙の２に掲げる文書１ないし文書３（以下，併せて「本件対象文

書」という。）を特定し，その一部を不開示とした決定は，本件対象文書

を特定したこと及び諮問庁がなお不開示とすべきとしている部分を不開示

とすることは，いずれも妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和３年１０月６日付け東管発第４９

４３号により東京矯正管区長（以下「処分庁」という。）が行った一部開

示決定（以下「原処分」という。）の取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由の要旨は，審査請求書によると，

おおむね以下のとおりである。 

原処分に関し，①開示請求から開示決定等まで１年以上の期間を要した

ことの当否，②対象行政文書の特定の当否及び③不開示部分の不開示情報

該当性につき審査を請う。 

現時点において， のうち（原文ママ），「特定刑事施設視察委員の氏

名及び所属」，「特定の団体名」及び「特定業者が取り扱っている商品に

関する情報」の不開示情報該当性については殊に争う。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求は，審査請求人が東京矯正管区長（処分庁）に対し，令和

２年９月１１日受付行政文書開示請求書（以下「本件開示請求書」とい

う。）により，本件請求文書に合致する行政文書の開示請求（以下「本件

開示請求」という。）を行い，これを受けた処分庁が，本件請求文書に合

致する行政文書として本件対象文書を特定し，その上で本件対象文書につ

いてその一部（以下「本件不開示部分」という。）を不開示とする決定

（原処分）を行ったことに対するものであり，審査請求人は，要するに，
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文書１ないし文書３の特定の妥当性及び本件不開示部分の開示を求めてい

るものと解されることから，以下，原処分の妥当性について検討する。 

なお，審査請求人は，本件審査請求書において，本件開示請求から原処

分までに１年以上の期間を要したことに係る当否について不服を述べてお

り，これは要するに，本件開示請求について処分庁に不作為があるとして

不服を申し立てているものと解されるところ，本件開示請求について，処

分庁は，令和２年１１月１０日，本件対象文書のうちの相当部分に係る開

示決定（同日付け東管発第６０９５号行政文書開示決定通知書をもって通

知。以下「先行決定」という。）をし，原処分をもって残りの部分に係る

開示決定をしており，本件対象文書については，開示又は不開示の判断が

なされているものと認められることからすると，審査請求人が不服を述べ

る部分のうち，当該部分については，訴えの利益を欠くものであり，不適

法であると認められる。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）処分庁は，本件開示請求を受け，審査請求人に対し，令和２年１１月

１０日付け求補正書により，本件対象文書以外に本件請求文書に合致す

ると思われる行政文書の名称及び概要について情報提供したところ，審

査請求人は同月２２日受付回答書により，処分庁に対し，同文書の開示

を請求しない旨の回答を行っていることから，処分庁が本件対象文書を

特定した経緯について問題は認められない。 

（２）また，本件審査請求を受け，諮問庁において，処分庁担当者をして，

文書庫，事務室及びパソコンの共有フォルダ等についても再度探索さ

せたが，本件対象文書以外に本件請求文書に合致する文書の存在は確

認できなかった。 

（３）したがって，処分庁において，本件請求文書に合致する行政文書とし

て本件対象文書を特定した原処分は，妥当である。 

３ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

本件不開示部分のうち，別表に掲げる部分については，法５条各号に規

定される不開示情報に該当しないことから，開示することが相当である。 

次に，本件不開示部分のうち，別表に掲げる部分以外の不開示部分（以

下「本件不開示維持部分」という。）について，不開示情報該当性を検討

する。 

（１）刑事施設視察委員会について 

刑事施設視察委員会（以下「委員会」という。）は，刑事施設の適正

な運営を期するため，部外者の有益な意見を聴くことを主眼とするもの

であるが，広く，一般の部外者の意見を聞き，究極的には国民の意識も

踏まえた刑事施設の適正な運営の実現に資することを目的として設けら

れており，全国の各刑事施設（支所を除く。）に設置されている。 
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なお，委員会委員（以下，第３において単に「委員」という。）につ

いては，法務大臣が委員会の設置された施設の非常勤職員として任命す

ることとされており，人格識見が高く，かつ，刑事施設の運営の改善向

上に熱意を有する者を任命するものとされている。職業でみると，現実

には弁護士や医師（医師会の役員などを含む。）のほか，地方公共団体

の職員や自治会の関係者などが委員に任命されている。 

（２）本件対象文書について 

本件対象文書は，特定刑事施設において，特定年度Ａないし特定年度

Ｃに委員会に対して提供された情報（「文書１」ないし「文書３」）で

あるところ，①特定刑事施設で勤務する職員（以下，第３において特定

委員会の委員を含む。）の氏名，印影及び所属（以下，第３において

「職員の氏名等」という。），②特定刑事施設の内線番号，③特定個人

の氏名，生年月日，その他の記述等により特定の個人を識別することが

できる情報（他の情報と照合することにより，特定の個人を識別するこ

とができることとなるものを含む。），④特定の民間団体名，⑤特定業

者が取り扱っている商品に関する情報及び⑥特定刑事施設の被収容者の

収容箇所に関する情報が記載された箇所が不開示とされている。 

（３）①について 

  ア 刑事施設においては，被収容者が収容中の処遇等に対して不満を抱

き，当該刑事施設の職員やその家族に対し，釈放後自ら又は関係者へ

の働き掛けによる報復を示唆する事案が多々見られることからすると，

本件不開示維持部分に記録された職員の氏名等が開示されることによ

り，当該職員若しくはその家族又は所属先に対し，被収容者又はその

関係者等から，不当な圧力，中傷，攻撃等が加えられる事態が現実に

発生するおそれが相当程度高まり，その結果として，刑事施設の責務

である裁判や刑の執行を阻害することとなることはもとより，保安事

故，職員籠絡事案その他の刑事施設の規律及び秩序が適正に維持され

ない状況が発生するおそれが生じ，公共の安全と秩序の維持に支障を

及ぼすおそれがあることは明らかであるから，標記不開示部分に記録

された情報は，法５条４号に規定される不開示情報に該当する。 

  イ また，刑事施設では，各職員の士気を高め，施設全体の高い士気を

維持することが適正な被収容者処遇及び施設の管理運営上不可欠であ

るところ，職員の氏名等が開示されることとなれば，前述のように不

当な圧力等を加えられることを懸念した職員が職務に消極的になって，

施設全体の士気の低下を招き，矯正行政の適正な遂行に支障を生ずる

おそれがあることから，当該情報は，法５条６号に規定される不開示

情報にも該当する。 

  ウ なお，本件対象文書が作成された時点の直近に発刊されていた国立



 4 

印刷局編「職員録」には，本件不開示維持部分に記載された職員と同

一の職にある者の氏名は掲載されておらず，このことからも，本件不

開示維持部分に記載された職員の氏名等が開示されるべき情報である

とはいえない。 

（４）②について 

   標記不開示部分に記録された情報を公にした場合，部外者から職員に

対する業務妨害又は抗議等の発信が行われ，その結果，緊急時に必要な

連絡や対応等に著しく支障を来し，被収容者の円滑・適切な収容事務の

実施が困難となるなど，矯正施設における事務の適正な遂行に支障を生

ずるおそれがあることから，当該情報は法５条６号に規定される不開示

情報に該当するほか，緊急時に必要な対応ができなくなった結果，自殺，

逃走，身柄の奪取等の異常事態をじゃっ起させ，又はその発生の危険性

を高めるなど刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を生ずる

おそれがあり，同条４号に規定される不開示情報に該当するといえる。 

（５）③について 

標記不開示部分には，特定個人の氏名及び特定被収容者の死亡日時，

死因，年齢，罪名，刑名刑期，刑期終了日，犯数，特定刑事施設入所日，

葬儀日時，称呼番号等，特定個人及び特定被収容者に関する情報が記録

されており，これらは，特定の個人を識別することができる情報（他の

情報と照合することにより，特定個人を識別することができることとな

る情報を含む。）に該当するものと認められることから，法５条１号に

規定される不開示情報に該当するといえる。また，刑事施設における称

呼番号は，多数の被収容者を特定する便宜上付されるもので，一般に明

らかにされているものではないことから，部外者である一般人は，特定

の称呼番号によってこれに該当する被収容者が誰であるかを識別するこ

とはできないものの，本件不開示維持部分に記載された称呼番号を公に

すると，既に開示された情報と照合することにより，当該被収容者と同

時期に同施設に収容されていた者等の関係者にとっては，当該被収容者

を特定することが可能となることから，一般的に他者に知られることを

忌避する性質の情報である特定刑事施設収容中に，他の被収容者とは異

なる個別の処遇を必要とする被収容者であったという事実が当該関係者

に知られることになり，特定被収容者の権利利益を害するおそれがある

と認められるから，法５条１号に規定される個人を特定することはでき

ないが，公にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがあ

る情報に該当するといえる。 

   次に，法５条１号ただし書該当性を検討すると，不開示部分に記録さ

れた情報は，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にする

ことが予定されている情報とはいえないので，同号イには該当しない。



 5 

また，同号ロに該当する事情は認められない上，同号ハにも該当しない。 

   さらに，前述のとおり，特定個人及び特定被収容者の個人に関する情

報であることから，法６条２項による部分開示の余地はない。 

（６）④について 

刑事施設における各種行事は，刑事収容施設及び被収容者等の処遇に

関する法律（以下「刑事収容施設法」という。）３９条２項において

「刑事施設の長は，（中略）被収容者に対し，（中略）余暇時間帯にお

ける活動について援助を与えるものとする」とされていることを受けて，

被収容者が様々な知的，教育的及び娯楽的活動を行うことができるよう

にするために実施されており，その多くは，民間協力者及び民間協力団

体（以下「民間協力者等」という。）の善意によって成り立っていると

ころ，各刑事施設における民間協力者等は，刑事施設における行事に協

力していることを必ずしも公にはしていないことから，特定刑事施設に

おける行事への協力を公にしていない民間協力者等が公にされた場合，

特定刑事施設の被収容者の関係者等から，当該民間協力者等へ不当な要

求がなされるなど，当該民間協力者等の社会活動に対し，何らかの悪影

響を与えることは否定できず，その結果，民間協力者等が特定刑事施設

への各種指導への協力を辞退することや，新たな協力を申し出ることを

ちゅうちょすることなどが想定され，民間協力者等からの十分な協力を

得ることが困難となった刑事施設は，上記法律の規定に基づき余暇活動

の援助を与えることに支障を及ぼすおそれがあることから，当該不開示

情報は法５条６号に規定される不開示情報に該当するといえる。 

（７）⑤について 

 刑事施設の長は，被収容者による自弁物品の使用又は摂取の許否を判

断するに当たり，当該物品を使用等させることが当該刑事施設の規律及

び秩序の維持その他管理運営上の支障を生ずるおそれがないか，職員に

検査を行わせている。 

     標記不開示部分には，特定刑事施設において，被収容者の自弁物品の

検査に当たり，特定の商品を不許可と判断した具体的理由が記録されて

いるところ，当該不開示部分を開示した場合，職員による検査をすり抜

け，法令上許容されない自弁物品の使用等を企図しようとする者にとっ

ては，事前に入念な計画を立てることが容易となり，もって，特定刑事

施設において，規律秩序が適正に維持されない状況が発生し，又はその

危険性が高まるなど，刑の執行その他公共の安全と秩序の維持に支障を

及ぼすおそれがあるから，当該不開示部分に記録された情報は，法５条

４号に規定される不開示情報に該当する。また，自弁物品の検査要領の

見直しを迫られるなど，事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

ことから，同条６号に規定される不開示情報にも該当する。 
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（８）⑥について 

   標記不開示部分に記録された情報を公にした場合，被収容者の逃走，

身柄の奪取，内外部からの攻撃その他刑事施設の規律及び秩序が適正に

維持されない状況が発生し，又はその発生の危険を高めるおそれがある

ことから，当該情報は法５条４号に規定される不開示情報に該当する。

また，これらの事態を未然に防止するため，勤務体制や警備体制などの

変更を迫られ，被収容者の円滑・適切な収容事務の実施が困難になるな

ど，施設における事務の適正な遂行に支障を生ずるおそれが認められる

ことから，当該情報は同条６号に規定される不開示情報にも該当する。 

４ 原処分の妥当性について 

  上記２のとおり，処分庁において，本件請求文書に合致する行政文書と

して本件対象文書を特定した原処分は，妥当であり，また，上記３のとお

り，本件不開示維持部分について，法５条１号，２号，４号及び６号に規

定される不開示情報に該当するとして不開示とした決定は，当該不開示部

分に記録された情報は，同条１号，４号及び６号に規定される不開示情報

に該当すると認められることから，結論において妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和５年２月１０日  諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同月２４日      審議 

④ 同年１２月８日    本件対象文書の見分及び審議 

⑤ 令和６年１月１２日  審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであるところ，処分

庁は，法１１条の規定を適用した上，相当の部分として各目次部分（以下

「先行開示文書」という。）を開示し，残りの部分として本件対象文書を

特定し，その一部を法５条１号，２号イ，４号及び６号に該当するとして

不開示とする原処分を行った（したがって，原処分において開示決定の対

象となるのは，別紙の２記載のとおり，先行決定において開示された各目

次部分を除いた部分となるので，各目次部分を除外していない原処分の行

政文書開示決定通知書の記１の記載は明白な誤記であるものと認める。）。 

これに対し，審査請求人は，本件対象文書の特定及び本件不開示部分の

不開示情報該当性について争うものと解されるところ，諮問庁は，本件対

象文書の特定に関する原処分の判断は妥当であり，不開示情報該当性につ

いても，別表に掲げる部分を除く部分（本件不開示維持部分）に関する原

処分の判断は妥当であるとしている（ただし，特定の民間団体名の不開示
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事由を法５条６号に，特定業者が取り扱っている商品に関する情報の不開

示事由を同条４号及び６号に変更した。）ことから，以下，本件対象文書

の見分結果を踏まえ，本件対象文書の特定の妥当性及び本件不開示維持部

分の不開示情報該当性について検討する。 

 ２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）審査請求人は，審査請求書（上記第２の２）において，本件対象文書

の特定について不服を述べているが，他に特定すべき文書を具体的に指

摘してはおらず，当該文書の存在について具体的な根拠を示しているわ

けでもない。 

（２）他方，諮問庁は，本件請求文書に該当する文書の探索について，上記

第３の２（２）のとおり説明するところ，その探索の範囲等について特

段問題があるとは認められない。 

（３）この点に関連して，本件諮問書に添付された書類によれば，処分庁が，

本件対象文書以外の文書（別紙の３記載の文書）に関する情報提供を行

ったのに対し，審査請求人がそれらの文書の開示は請求しない旨回答し

た経緯が存することが認められるが，審査請求人の明示の意思表示があ

ったのであるから，処分庁が，それらの文書を特定しなかったことに瑕

疵はない。 

（４）本件では，先行開示文書及び本件対象文書並びに別紙の３に掲げる文

書以外の本件請求文書に該当する文書が作成又は取得されたことをうか

がわせる事情も認められない。 

（５）そうすると，特定刑事施設において，先行開示文書及び本件対象文書

の外に，本件請求文書に該当する文書を保有しているとは認められない。 

３ 本件不開示維持部分の不開示情報該当性について 

本件対象文書は，特定刑事施設において，特定年度Ａないし特定年度Ｃ

に委員会に対して提供された情報を記載した文書であり，本件不開示維持

部分には，①特定刑事施設で勤務する職員（以下，単に「職員」とい

う。）の氏名及び印影（以下「職員の氏名等」という。），②委員の氏名

及び所属（以下「委員の氏名等」という。），③特定刑事施設の内線番号，

④特定被収容者の称呼番号及び移送先の病院名（以下「特定被収容者の称

呼番号等」という。），⑤特定個人の氏名，生年月日，その他の記述等に

より特定の個人を識別することができる情報等（称呼番号は除く。），⑥

特定の民間団体名，⑦特定業者が取り扱っている商品に関する情報並びに

⑧特定刑事施設の被収容者の収容箇所に関する情報が記載されていると認

められる。 

（１）①職員の氏名等 

ア 刑事施設においては，被収容者が収容中の処遇等に対して不満を抱

き，当該刑事施設の職員やその家族に対し，釈放後自ら又は関係者へ
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の働き掛けによる報復を示唆する事案が多々見られることからすると，

標記不開示部分が開示されることにより，当該職員又はその家族に対

し，被収容者又はその関係者等から，不当な圧力，中傷，攻撃等が加

えられる事態が現実に発生するおそれがある旨の上記第３の３（３）

の諮問庁の説明は，不自然，不合理とはいえない。 

イ なお，当審査会事務局職員をして，本件対象文書が作成された当時

の独立行政法人国立印刷局編「職員録」を確認させたところ，標記不

開示部分に記載された職員の氏名は，いずれもこれに掲載されていな

い。 

ウ そうすると，標記不開示部分は，これを公にすると，刑の執行その

他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関

の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，法５条

４号に該当し，同条６号について判断するまでもなく，不開示とする

ことが妥当である。 

（２）②委員の氏名等 

  ア 標記不開示部分についての諮問庁の説明は上記第３の３（３）のと

おりであるが，当審査会事務局職員をして，更に確認させたところ，

諮問庁はおおむね以下のとおり補足して説明する。 

    委員は職員の身分を有しており，標記不開示部分を開示すると，上

記第３の３（３）アに述べたおそれがあるところ，特に委員の氏名等

については，当該部分を開示すると委員が被収容者等からの不当な圧

力等を受けることが懸念され，私生活にまで影響が及ぶことなどを恐

れ，委員になろうとする者が減少することは否定し得ず，ひいては候

補者の確保すら困難になるとともに，委員による適切な意見の申述が

妨げられ，刑事施設の適正な管理運営に支障を及ぼすおそれがあると

認められる。 

  イ これを検討するに，標記不開示部分を公にすると，委員が被収容者

等からの不当な圧力等を受けることが懸念され，私生活にまで影響が

及ぶことなどを恐れ，委員になろうとする者が減少することは否定し

得ず，ひいては候補者の確保すら困難になるとともに，委員による適

切な意見の申述が妨げられ，刑事施設の適正な管理運営に支障を及ぼ

すおそれがある旨の上記アの諮問庁の説明は，首肯できる。 

  ウ そうすると，標記不開示部分は，法５条６号柱書きに該当し，同条

４号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（３）③特定刑事施設の内線番号 

  ア 標記不開示部分は，特定刑事施設の内線番号であって，これを公に

した場合，部外者から職員に対する業務妨害又は抗議等の発信が行わ

れ，その結果，緊急時に必要な連絡や対応等に著しく支障を来し，被
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収容者の円滑・適切な収容事務の実施が困難となるなど，矯正施設に

おける事務の適正な遂行に支障を生ずるおそれがある旨の上記第３の

３（４）の諮問庁の説明は，首肯できる。 

イ そうすると，標記不開示部分は法５条６号柱書きに該当し，同条４

号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

 （４）④特定被収容者の称呼番号等 

ア 刑事施設における称呼番号は，多数の被収容者を特定する便宜上付

されるもので，一般に明らかにされているものではないことから，部

外者である一般人は，特定の称呼番号によってこれに該当する被収容

者が誰であるかを識別することはできないものの，標記不開示部分を

公にすると，既に開示されている情報と併せることにより，当該被収

容者と同時期に同施設に収容されていた者等の関係者にとっては，当

該被収容者をある程度特定することが可能となり，その結果，一般に

他人に知られることを忌避する性質の情報である，特定刑事施設収容

中に，他の被収容者とは異なる個別の処遇を必要とする被収容者であ

ったという事実が当該関係者に知られることになり，当該被収容者の

権利利益を害するおそれがあると認められることから，法５条１号本

文後段に該当する。また，同号ただし書イないしハに該当する事情も

認められない。 

イ そうすると，標記不開示部分は法５条１号に該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

（５）⑤特定個人の氏名，生年月日，その他の記述等により特定の個人を識

別することができる情報等（称呼番号は除く。） 

ア 標記不開示部分には，特定個人の氏名及び特定被収容者の死亡日時，

死因，年齢，罪名，刑名刑期，刑期終了日，犯数，特定刑事施設入所

日，葬儀日時等，特定個人及び特定被収容者に関する情報が記録され

ていると認められる。 

 これらは，特定個人又は特定被収容者に係る法５条１号本文前段の

個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができる情報

（他の情報と照合することにより，特定個人を識別することができる

こととなる情報を含む。）に該当するものと認められる。 

イ 次に，法５条１号ただし書について検討する。 

平成１６年１月２２日付け矯総第２１０号矯正局長通達「被収容者

の死亡事案に関する公表について」によると，矯正施設において被収

容者が死亡した場合，社会的影響等を勘案して速やかに公表すること

が適当と判断されるもの等については，各矯正施設において個別に公

表することとされているが，それ以外の事案の取扱いについては，大

半が病死事案であり，件数が多いこと等から，矯正管区による定期的
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な公表において，施設別件数等を公表することとされているところ，

諮問庁の説明によれば，標記不開示部分に記載された特定被収容者の

死亡に係る情報については，いずれも個別公表する事案には該当しな

いとのことであり，これを疑うべき理由はないから，標記不開示部分

に記載された情報は，公表されていないものと認められる。 

また，標記不開示部分は，他に法令の規定により又は慣行として公

にされ，又は公にすることが予定されている情報とはいえないので，

法５条１号イには該当しない。また，同号ロに該当する事情は認めら

れない上，同号ハにも該当しない。    

ウ 法６条２項の部分開示の可否について，特定個人の氏名は，当該個

人又は当該被収容者に係る個人識別部分に該当することから部分開示

の余地はなく，また，その余の不開示部分については，これを公にす

ると，当該被収容者の関係者にとっては当該被収容者をある程度特定

することが可能となり，その結果，一般的に他者に知られることを忌

避する当該被収容者の症状等が判明し，当該被収容者の権利利益を害

するおそれがないとは認められないことから，部分開示をすることは

できない。 

エ そうすると，標記不開示部分は，法５条１号に該当し，不開示とす

ることが妥当である。 

（６）⑥特定の民間団体名 

ア 標記不開示部分は，特定の民間協力者の団体名であり，クラブ活動

の多くは，民間協力者の善意によって成り立っており，各刑事施設に

おける民間協力者は，特定刑事施設におけるクラブ活動に協力してい

ることを公にはしていないため，これらを公にすると，特定刑事施設

被収容者の関係者等から，当該民間協力者へ不当な要求がなされるな

ど，当該民間協力者の社会活動に対し，悪影響を与えることは否定で

きず，その結果，民間協力者が特定刑事施設への各種指導への協力を

辞退することや，新たな協力を申し出ることをちゅうちょすることな

どが想定され，民間協力者からの十分な協力を得ることが困難となっ

た刑事施設は，刑事収容施設法３９条２項の規定に基づき余暇活動の

援助を与えることに支障を及ぼすおそれがあるなどとする諮問庁の上

記第３の３（６）の説明は，不自然，不合理とはいえず，首肯できる。 

イ そうすると，標記不開示部分は，公にすることにより，矯正施設に

おける事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められるの

で，法５条６号柱書きに該当し，不開示とすることが妥当である。 

（７）⑦特定業者が取り扱っている商品に関する情報 

ア 標記不開示部分には，特定刑事施設において，被収容者の自弁物品

の検査に当たり，特定の商品を不許可と判断した具体的理由が記載さ
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れていると認められ，標記不開示部分の内容や性質に鑑みると，これ

を公にした場合，職員による検査をすり抜け，法令上許容されない自

弁物品の使用等を企図しようとする者にとっては，事前に入念な計画

を立てることが容易となり，もって，特定刑事施設において，規律秩

序が適正に維持されない状況が発生し，又はその危険性が高まるなど，

刑の執行その他公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがある

旨の上記第３の３（７）の諮問庁の説明は首肯できる。 

イ そうすると，標記不開示部分は，これを公にすることにより，刑の

執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると

行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，

法５条４号に該当し，同条６号について判断するまでもなく，不開示

とすることが妥当である。 

（８）⑧特定刑事施設の被収容者の収容箇所に関する情報 

ア 標記不開示部分は，特定刑事施設の被収容者の収容箇所に関する情

報であり，標記不開示部分を開示することにより，被収容者の逃走，

身柄の奪取，内外部からの攻撃その他刑事施設の規律及び秩序が適正

に維持されない状況が発生し，又はその発生の危険を高めるおそれが

ある旨の上記第３の３（８）の諮問庁の説明は，不自然，不合理とは

いえない。 

イ そうすると，標記不開示部分は，これを公にすると，刑の執行その

他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関

の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，法５条

４号に該当し，同条６号について判断するまでもなく，不開示とする

ことが妥当である。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条１号，２号イ，４号及び６号に該当するとして不開

示とした決定については，特定刑事施設において，先行開示文書及び本件

対象文書の外に開示請求の対象として特定すべき文書を保有しているとは

認められないので，本件対象文書を特定したことは妥当であり，諮問庁が，

同条１号，４号及び６号に該当するとしてなお不開示とすべきとしている

部分は，同条１号，４号及び６号柱書きに該当すると認められるので，不

開示とすることが妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 合田悦三，委員 木村琢麿，委員 中村真由美 
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別表（諮問庁が新たに開示する部分） 

 

対象文書 該当箇所 新たに開示する部分 

文書２ ６６枚目 「処遇部長」決裁欄の不開示部分全部 

６７枚目 ６行目１３文字目及び１４文字目 

文書３ 

 

３９枚目 不開示部分全部 

１７０枚目 不開示部分全部 

１７４枚目 不開示部分全部 
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別紙 

 

１ 本件請求文書 

特定刑事施設において，特定刑事施設長が規則６条１項及び２項の規定に

より特定刑事施設視察委員会に提出した書面が保管されている行政文書ファ

イルの全体で，特定年度Ａ，特定年度Ｂ及び特定年度Ｃに係るもの（特定年

度Ｄ，特定年度Ａ及び特定年度Ｂ中の施設の運営の状況が記載されたもの） 

 ※法施行令１３条２項１号の規定にいわゆる「一の行政文書ファイルにまと

められた複数の行政文書」の全体を指す。 

 

２ 本件対象文書 

特定刑事施設保有 

（１）文書１ 行政文書ファイル「刑事施設視察委員会に対して提供された情

報（特定年度Ａ）」（目次を除く） 

（２）文書２ 行政文書ファイル「刑事施設視察委員会に対して提供した情報

（特定年度Ｂ）」（目次を除く） 

（３）文書３ 行政文書ファイル「刑事施設視察委員会に対して提供した情報

（特定年度Ｃ）」（目次を除く） 

 

３ 求補正書において，本件請求文書に合致すると思われる文書として追加で

情報提供された文書 

（１）行政文書ファイル「施設長に対する意見（特定年度Ａ）」 

（２）行政文書ファイル「刑事施設視察委員会の活動に係る報告（特定年度

Ｂ）」 

（３）行政文書ファイル「刑事施設視察委員会の活動に係る報告（特定年度

Ｃ）」 

 


